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財政融資の特徴

国の信用に基づき資金調達しているため、「長期・固定・低利」での融資が可能と
なっています。

財政融資資金の使い道

地域活性化や産業振興に係る事業のほか、地域医療や上下水道の整備、学校
教育施設の改修といった地域住民の生活に密着した社会資本整備などの事業に
対して、財政融資資金が活用され、役立てられています。

１

財政融資資金とは、国債の一種である財投債の発行により国が金融市場から
直接調達し、地方公共団体等に融資する資金のことです。
北見出張所では、オホーツク総合振興局管内の地方公共団体等に財政融資資
金の貸付を行っています。

財政融資資金とは



オホーツク管内の地方公共団体に対する財政融資資金の貸付状況について
（令和7年度）

新規貸付額・・・187.4億円（前年度比 7.7億円の増加）

✓事業別構成割合では「過疎対策事業債（※）」が全体の6割以上を占めています。
✓北海道全体での新規貸付額に占めるオホーツク管内の割合は、7.2％となっています。
✓「過疎対策事業債」等の新規貸付額が増加したことが主な増加要因です。
✓北海道全体での新規貸付額は、2,620億円（前年度比 32億円の減少）となっています。

貸付残高・・・2,091.0億円（前年度比 41.9億円の減少）

✓事業別構成割合では「過疎対策事業債（※）」が全体の約4割を占めています。
✓北海道に占めるオホーツク管内の割合は、8.5％となっています。
✓オホーツク管内の貸付残高は減少傾向にあります。
✓北海道全体での貸付残高は、2兆4,598億円（前年度比 115億円の増加）となっています。

２

※ 「過疎対策事業債」について詳細は、9ページ参照



※その他の中には下記が含まれます。
・防災・減災・国土強靭化緊急対策事業（2.8億円）
・教育・福祉施設等整備事業（12.3億円）
・病院事業・介護サービス事業（4.6億円）

注）取り扱うデータについて、端数処理等の都合上、数値が一部合わない場合があります。

（単位：億円）

３

前年度からの増減額貸付額事業区分

9.2116.5過疎対策事業

▲0.817.1上水道事業

▲2.29.3下水道事業

4.712.2公共事業等（一般補助・道路・港湾含む）

2.38.2辺地対策事業

▲2.02.4臨時財政対策債

▲2.42.0公営住宅建設事業

▲1.70.02災害復旧事業

0.719.7その他

7.7187.4合計

（億円）

令和7年度の新規貸付額の概要

新規貸付額割合において、
過疎対策事業が6割以上を占めています。

過疎対策事業

62.2%

上水道事業

9.1%

下水道事業

5.0%

公共事業等

6.5%

辺地対策事業

4.4%

臨時財政対策債

1.3%

公営住宅建設事業

1.1%

災害復旧事業

0.01% その他

10.5%

事業別新規貸付額割合

新規貸付額総額
187.4億円
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４

「過疎対策事業債」等が増加したことが
主な増加要因となります。



令和7年度末の貸付残高の概要

※その他の中には下記が含まれます。
・学校教育施設等整備事業、一般廃棄物処理事業、病院事業・介護サービス事業、
市場整備事業、社会福祉施設整備事業

５
注）取り扱うデータについて、端数処理等の都合上、数値が一部合わない場合があります。

（単位：億円）

前年度からの増減額貸付残高事業区分

13.4783.9過疎対策事業

▲47.9389.9臨時財政対策債

▲0.4318.7上水道事業

▲7.8220.1下水道事業

4.1124.4公共事業等（一般補助・道路・港湾含む）

▲ 6.774.4公営住宅建設事業

2.540.9辺地対策事業

2.034.0防災対策事業

▲3.67.8災害復旧事業

2.396.8その他

▲42.02,091.0合計

（億円）

過疎対策事業が貸付残高全体の
約4割を占めています。

過疎対策事業
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臨時財政対策債
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事業別貸付残高割合

貸付残高総額
2,091.0億円
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６

貸付残高は平成30年度以降、
減少傾向にあります。



財政融資資金を活用した管内の地域振興事例

JF湧別ほたて玉冷加工場（湧別町、過疎対策事業）

７

このほかにも・・・

○ロックバレースキー場周辺整備事業

○認定こども園整備事業

○ごみ収集車整備事業

○女満別農業構造改善センター整備事業

など、多くの事業に財政融資資金が活用されております。

津別町大通地区コミュニティ施設（津別町、過疎対策事業）サロマ湖展望台（佐呂間町、過疎対策事業）



８

管内地方公共団体別の財政融資資金新規貸付額及び貸付残高

（単位：億円、件）

北海道に占めるオホーツク管内における新規貸付額の割合は 7.2%、
貸付残高の割合は 8.5%となっています。

（注2）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合があります。

（注1）（）内は北海道財務局管内に占める北見出張所管内の割合です。

新規貸付額

（令和7年度） 件数 金額

北見市 40 454 660

網走市 8 166 96

紋別市 8 264 185

大空町 12 167 111

美幌町 12 141 87

津別町 20 152 107

斜里町 16 246 104

清里町 2 81 37

小清水町 1 87 41

佐呂間町 4 133 60

訓子府町 4 138 47

置戸町 9 111 54

遠軽町 13 154 172

湧別町 17 169 121

滝上町 8 134 56

興部町 7 93 44

西興部村 2 73 29

雄武町 4 110 46

市

町
及
び
村

団体名

貸付残高（令和7年度末） 新規貸付額

（令和7年度） 件数 金額

西紋別地区環境衛生施設組合 ― 3 3

網走地区消防組合 ― 2 0.106

広域紋別病院企業団 ― 13 27

斜里郡３町終末処理事業組合 ― 4 1

187 2,895 2,091

（7.2%） （8.5%）

北海道財務局　管内計 2,620 24,142 24,598

全国計 27,036 294,993 380,541

一

部

事

務

組

合

等

北見出張所　管内計

団体名

貸付残高（令和7年度末）
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過疎対策事業とは、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づき過疎地域に指定された市町村が、過疎地域持続的発展計画に基
づいて行う事業のことを言います。
令和7年度時点でのオホーツク管内の過疎団体は、18市町村のうち あり、その多くが過疎対策事業債として財政融資資金を活用しています。

過疎対策事業とは？

【参考１】過疎対策事業債について

主な用途

（※）過疎地域…人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある地域。

過疎対策事業債が活用される理由

過疎対策事業債の用途は、大きく2種類に分けられます。

●ハード事業
病院や上下水道などの公的施設の整備や除雪機械の購入等、過疎
地域住民の生活に資する建設事業。
●ソフト事業
地方公共団体が実施する「農業担い手確保対策事業」や「商工業活
性化事業」等、過疎地域の持続的発展に資する事業。

元利償還金の70％は普通交付税の基準財政需要額に算入される
こととなっています。つまり、地方公共団体の負担は最終的に元利償
還金の30％のみとなるため、団体にとって比較的利用しやすい財政融
資資金としてご活用いただいております。

９



【参考２】財政融資資金の主な事業区分と使い道

１０

主な用途
R7年度末
貸付残高

（対前年増減額）

R7年度
新規貸付額
（対前年増減額）

主な事業区分

過疎地域の持続的発展と住民の生活に資する施
設整備事業などのハード事業並びに農業担い手
確保対策事業や商工業活性化事業などのソフト
事業

783.9
（13.4）

116.5
（9.2）

過疎対策事業

配水管や浄水場、ポンプ場などの整備
318.7
（▲0.4）

17.1
（▲0.8）

上水道事業

下水道管、終末処理場などの整備
220.1
（▲7.8）

9.3
（▲2.2）

下水道事業

道路・公園・河川・港湾などの整備
124.4
（4.1）

12.2
（4.7）

公共事業等
（一般補助・道路・港湾含む）

公共的施設に恵まれない辺地の生活文化水準
向上を図る施設等の整備

40.9
（2.5）

8.2
（2.3）

辺地対策事業

税収不足などにより国の財源が不足した際、本来
地方交付税として交付する部分を地方債により貸
付けするもの

389.9
（▲47.9）

2.4
（▲2.0）

臨時財政対策債

公営住宅の整備
74.4

（▲6.7）
2.0

（▲2.4）
公営住宅建設事業

被災した公共・公用施設の復旧
7.8

（▲3.6）
0.02

（▲1.7）
災害復旧事業

（単位：億円）


